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生命保険を通じて日本の中小企業を応援するエヌエヌ生命保険株式会社（代表取締役社⻑︓マリウス・ポペスク、本
社︓東京都渋谷区、以下「エヌエヌ生命」）は、建設業の中小企業経営の実態を把握するため、8 月上旬に全国の
建設業の中小企業経営者※1,100 名を対象とする調査をおこないました。なお、本プレスリリースの第 1 弾を 2022 年 
9 月 8 日に発表しています。 
※本調査では、従業員 300 人未満の規模の「会社経営者（社⻑、会⻑、取締役）」、または「従業員のいる⾃営業者」を中小企
業経営者と定義しています。 

＜調査結果まとめ＞ 
1. 2024 年からの労働時間上限規制に約 8 割（77.5％）が現状対応できていない。「適用準備や予定はない・

何をしていいかわからない」と回答した事業の最多は「大工工事業」（69.6%） 

2. 働き⽅や生産性向上の制度・施策の導入状況は多くの項目で「導入予定がない」が最多。導入予定がないものと
しては「現場での ICT 技術活用」（71.3%）をはじめ IT に関連したものが目⽴つ 

3. 働き⽅・生産性の向上において導入が難しい制度は、「週休 2 日制」（39.4％）や「適正な工期の設定」
（26.5%）など働き⽅とスケジュールに関するもの 

4. 人材面の課題は「若⼿人材の確保・人材の⾼齢化」（46.7%）で、事業詳細別では「とび・土木・コンクリート工
事業」（69.1%）が最多  

＜調査結果詳細＞ 
（1）2024 年からの労働時間上限規制に約 8 割（77.5％）が現状対応できていない。「適用準備や予定はな
い・何をしていいかわからない」と回答した事業の最多は「大工工事業」（69.6%） 

建設業の中小企業経営者 1,100 名に、2024 年 4 月より建設業に適用される労働時間の上限規制の対応状況に
ついて聞いたところ、「すでに適用準備ができている」はわずか約 2 割（22.5％）にとどまり、半数近く（47.0%）が
「適用準備や予定はない・何をしていいかわからない」と回答し、「今後適用準備する予定」（30.5％）と合わせると 8
割近く（77.5％）が現時点では労働時間の上限規制への適用準備ができていない状況が明らかになりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2022 年 9 月 29 日

プレスリリース 

中小企業向け事業保険のエヌエヌ生命 
建設業を経営する全国の中小企業経営者 1,100 人に調査 

〜 2024 年からの労働時間上限規制に約 8 割（77.5％）が現状対応できていない 〜 
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30.5％

47.0％

2024年4月より建設業に適用される労働時間の上限規制への対応状況を
お答えください（n=1,100、SA）

すでに適用準備ができている

今後適用準備する予定

適用準備や予定はない・何をしていいかわからない

現状では適用準備ができていない 77.5％ 
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さらに、労働時間の上限規制への対応状況について総務省分類に基づいた事業詳細別に⾒たところ、「すでに適用準
備ができている」の回答率の最多は、炉や窯の建設工事や熱絶縁、道路標識設置や井⼾の掘削などの工事を⾏ってい
る「その他の設備工事業」（43.8％）でした。また、「今後適用準備をする予定」は「舗装工事業」（41.7%）、「適
用準備や予定はない・何をしていいかわからない」は「大工工事業」（69.6%）が最も⾼い結果となりました。 
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2024年4月より労働時間の上限規制が建設業に適用されますが、
ご⾃身の経営される会社の状況について、最も近いものをお答えください（SA）

すでに適用準備ができている 今後適用準備する予定 適用準備や予定はない・何をしていいかわからない

※ ｎ≦30 の場合は、サンプルサイズが小さいため参考値 
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（2）働き⽅や生産性向上の制度・施策の導⼊状況は多くの項目で「導⼊予定がない」が最多。導⼊予定がないも
のとしては「現場での ICT 技術活用」（71.3%）をはじめ IT に関連したものが目⽴つ 

建設業の中小企業経営者 1,100 名に、経営している会社での働き⽅や生産性向上に関する制度や施策の導入状
況について聞いたところ、大多数の項目で「導入予定はない」という回答が最も多い結果でした。また、「導入予定はな
い」という回答は、ドローン・ウエアラブルカメラなど「現場での ICT 技術活用」が 71.3%、「従業員管理の IT 化」
（56.2％）、「書類のペーパーレス化」（48.7%）など IT に関連する項目が目⽴ちました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（3）働き⽅・生産性の向上において導⼊が難しい制度は、「週休 2 日制」（39.4％）や「適正な工期の設定」
（26.5%）など働き⽅とスケジュールに関するもの 

建設業の中小企業経営者 1,100 名に、経営している会社での導入が難しい働き⽅や生産性向上に関する制度や施
策について聞いたところ、「週休 2 日制」（39.4%）や「適正な工期の設定」（26.5%）など、働き⽅とスケジュールに
関連する項目の回答率が⾼い結果となりました。 
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また、導入が難しいという回答があった各制度・施策について理由を聞いたところ、「週休 2 日制」と「適正な工期の設
定」は「顧客理解が得られないから」という理由が最も多く、どちらも 50%を超えました。「現場での ICT 技術活用」で
は、「導入を主導できる人材がいないから」（47.4%）が最多でした。 
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（4）人材面の課題は「若⼿人材の確保・人材の⾼齢化」（46.7%）で、事業詳細別では「とび・土木・コンクリ
ート工事業」（69.1%）が最多 

建設業の中小企業経営者 1,100 名に、経営している会社で人材面について改善していきたい、課題だと思うことにつ
いて聞いたところ、「若⼿人材の確保・人材の⾼齢化」（46.7%）、「人材の育成」（38.0%）、「人材の定着」
（32.5%）と、人材層の若年化とともに、人材の育成や定着に悩みがあることが分かりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

また、人材面について改善していきたい、課題だと思うこととして「若⼿人材の確保・人材の⾼齢化」をあげた回答率を 
事業詳細別に⾒たところ、最も多かったのは「とび・土木・コンクリート工事業」（69.1%）でした。 
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【調査概要】 

調査対象︓日本全国の建設業の中小企業経営者 
※従業員 300 人未満の規模の会社経営者（社⻑、会⻑、取締役）または従業員のいる⾃営業者 

なお、建設業の事業詳細は総務省「日本標準産業分類」を元としています 
サンプル︓全国 1,100 名 
調査⽅法︓インターネット調査 
調査会社︓株式会社マクロミル 
実施時期︓2022 年 8 月 5 日〜8 月 8 日 
※回答結果はパーセント表⽰を⾏っており、小数点以下第 2 位を四捨五入して算出しているため、各回答の合計が
100％にならない場合があります。 
 
 
 
 
 
 
エヌエヌ生命は、オランダにルーツを持ち、175 年におよぶ伝統を誇る NN グループの一員です。NN グループは欧州および 
日本を主な拠点とし、11 ヵ国にわたり、保険事業、年⾦事業、銀⾏および投資業務を展開しています。その名は、源流である
「ナショナーレ・ネーデルランデン」に由来しています。エヌエヌ生命は、1986 年に日本で初めてのヨーロッパ生まれの生命保
険会社として営業を開始して以来、30 年以上にわたり、中⼩企業の”⼤切なもの”を共に守る商品やサービスをご提供しています。 

本件に関する問い合わせ先（報道機関用） 
エヌエヌ生命保険株式会社 広報部  原、片山 
TEL: 03-6892-0523  Email: ML-IL-JP-CCA@nnlife.co.jp 
株式会社プラップジャパン  藤堂 
TEL: 080-9084-7853  Email: nnlife@prap.co.jp 


